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１．介護ビジネスを取り巻く環境
（１）介護事業者数の推移（民営）

【出典】総務省統計局「平成26年経済センサス基礎調査」、「平成２４年経済センサス活動調査」、「平成2１年経済センサス基礎調査」

・有料老人ホームが５９．１％増加、次いで通所・短期入所介護事業が５２．２％
増加している 3

業 種
平成２１年
（事業所）

平成２４年（Ａ）
（事業所）

平成２６年（Ｂ）
（事業所）

増減率（Ｂ／Ａ）

（％）

特別養護老人ホーム ５，８６９ ６，５７１ ８，６９９ ３２．４

介護老人保健施設 ３，２６６ ３，３３４ ３，７１３ １１．４

通所・短期入所介護事業 １２，９８４ ２０，８４１ ３１，７１３ ５２．２

訪問介護事業 １４，２０５ １５，１９６ １８，７６８ ２３．５

認知症老人グループホーム ５，５９３ ７，７９５ １０，３２１ ３２．４

有料老人ホーム ２，６７９ ４，０６０ ６，４５８ ５９．１

その他の老人福祉・介護事業 ８，４９２ １０，１２８ １３，８１９ ３６．４

合 計 ５８，８２５ ６７，９２５ ９３，４９１ ３７．６



１．介護ビジネスを取り巻く環境
（２）法人規模

4・従業員１９人以下の事業所が、全体では５２．４％を占めている



１．介護ビジネスを取り巻く環境
（３）介護経営の二極化

• 介護保険法が施行された2000年から数年間は、行政の介護報酬の優遇や運
営基準の緩和措置などによる介護事業所数の増加施策が行われた結果、新規
開業する介護事業者が大きく増加した。

• 介護事業数の確保が達成された段階で、介護報酬は徐々に減額され、制度が
求める介護事業所の質も年々高くなっている。

• 介護事業を開業しただけで利用者を獲得できた時代は既に終焉し、介護事業
所間の自由競争原理の中で伸びる介護事業所と衰退する介護事業所の二極
化が始まっている。

• 介護サービス業界は、業界再編成の途上にあるといえ、今後は、低い介護報酬
額でも安定した事業経営ができる事業規模と経営マネジメント力が求められ、
小規模で経営体力が弱く、サービスの質が伴わない介護事業所の淘汰が避け
られない状況となる。
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１．介護ビジネスを取り巻く環境
（４）コンプライアンスリスクの増加①

• 行政処分による指定取消は、年間100件前後、2000年度から2013年度までは
1,504件となっている。➞次頁参照

• また、実施指導による介護報酬の返還の問題も発生している。

【出典】全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（平成２７年３月）

• 税務調査も介護事業が成長分野とされて以降、受けやすい状況になってきてお
り、労働基準監督署の監査も介護事業の処遇の問題もあり、小規模事業所に
おいても実施されている。 6

指定取消等年度 指定取消等
事業所数

返還対象
事業所数

返済請求額
（百万円）

返済済額
（百万円）

平成２３年度 １６６ １１５ ３，８６９ ７７０

平成２４年度 １２０ ８２ ３３０ １９３

平成２５年度 ２１６ １４５ １，２５３ ５３７

平成１２年度からの累計 １，５０４ １，０８０ １７，５８１ ７，５４６



１．介護ビジネスを取り巻く環境
（４）コンプライアンスリスクの増加②

【出典】全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（平成２７年３月）
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１．介護ビジネスを取り巻く環境
（５）介護保険制度改正と報酬改定の経緯①

【出典】 厚生労働省資料改編
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１．介護ビジネスを取り巻く環境
（５）介護保険制度改正と報酬改定の経緯②

改定時期 主な変更点 改定率

2003年度 施設サービスの適正化等
○施設サービスの質の向上と適正化～施設の収支差を勘案し、施設サービス費を適正化
○自立支援を指向する在宅サービスの評価
～訪問介護における生活援助の適正化、及び個別に実施するリハビリへの加算等

▲2.3％
［住宅：＋0.1％］
［施設：▲4.0％］

2005年度 在宅と施設サービスの公平性確保等
○居住費・食費に関連する介護報酬の見直し

［施設：▲4.0％］

2006年度 自立支援と在宅介護の促進等
○介護予防、リハビリテーションの推進、予防給付を出来高払から月単位の包括払への変更等
○中重度者への支援強化～訪問介護や訪問看護における重度者向けへの対応への加算

▲0.5％
［住宅：▲1.0％］
［施設：±0.0％］

2009年度 介護従事者の処遇改善等
○介護従事者の人材確保・処遇改善～介護従事者の専門性や勤務年数等への加算

＋3.0％
［住宅：＋1.7％］
［施設：＋1.3％］

2012年度 介護職員の処遇改善の確保、地域包括ケアの推進
○処遇改善加算の創設
○24時間対応の定期巡回サービス等の新サービスの創設

＋1.2％
［住宅：＋1.0％］
［施設：＋0.2％］

2014年度 消費税率引上げに伴う負担増への対応 ＋0.63％

2015年度 処遇改善加算の充実と一般企業との収益格差是正 ▲2.27％
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１．介護ビジネスを取り巻く環境
（５）介護保険制度改正と報酬改定の経緯③

• 介護報酬は、これまで3年に一度の割合で改定され、全体の改定率としては、
2003年（▲2.3％）、2006年（▲2.4％）と続けてマイナス査定の後、2009年（＋
3.0％）、2012年（＋1.2％）とプラスとなった。内容をみると、施設サービスより居
宅サービスが手厚く査定されている。

• 2009年は、すべての介護サービスにおいて基本報酬は据え置きであり、2012年
において基本報酬は介護サービスによって▲2.0から▲10.0のマイナスとなり、
いずれの年度も新規の加算の設定によってプラスになっている。特に2012年は、
新設の介護職員処遇改善加算が8％分として加わったことによるプラス査定で
あり、実質はマイナス査定であった。

• このことは、介護保険法施行当初の介護事業所の数を政策的に増やす段階を
既に終了して、介護サービスの質の評価を加算査定によって行うことを意味し
ている。すなわち、加算をしないことには収入が上がらず、介護経営における加
算の重要性が一層増大している。
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１．介護ビジネスを取り巻く環境
（５）介護保険制度改正と報酬改定の経緯④

・地域包括ケアと医療介護連携の概念が鮮明に

包括的かつ継続的な「在宅医療・介護」の提供を行い、多種協働により「在宅医
療・介護」を一体的に提供できる体制の構築へ

11

H26.6.25
(交付日)

○介護福祉士の資格の取得方法の見直しの期日の変更
○総合確保方針に即した介護保険事業計画等の作成

H27.4.1
(施行日)

○地域支援事業の充実、予防給付の見直し、特別養護老人ホームの機能重点化、低
所得者の保険料軽減の強化、介護保険事業計画の見直し、サービス付き高齢者向け
住宅への住宅地特例の適用

※在宅医療・介護連携の推進、生活支援サービスの充実・強化及び認知症施策の推進は平成30
年4月、予防給付の見直しは平成29年4月までにすべての市町村で実施

H27.8.1 ○一定以上の所得のある利用者の自己負担の引上げ、補足給付の支給に資産等を勘
案

H28.4.1まで ○地域密着型通所介護の創設

H30.4.1 ○居宅介護支援事業所の指定権限の市町村への移譲



１．介護ビジネスを取り巻く環境
（６）介護事業者のヒアリング①

12【出典】厚生労働省職業安定部会雇用対策基本問題会（平成27年1月16日）



１．介護ビジネスを取り巻く環境
（６）介護事業者のヒアリング②

【出典】厚生労働省職業安定部会雇用対策基本問題会（平成27年1月16日） 13



１．介護業界を取巻く外部環境
（７）外部環境のまとめ①

介護保険制度開始から１５年経過

・高齢者人口、要介護者人口、介護事業者の増加

・民間参入、異業種参入、Ｍ＆Ａの増加

・介護人材の不足、処遇・労働環境の改善の必要性

・全体のサービスレベル低下

・不正、トラブル、事故の増大

・財源の問題、規制強化、監督体制の強化

①介護従事者の育成・定着に努めること

②介護サービスの質強化に努めること

③コンプライアンス遵守体制の強化に努めること

問題

対策

14



１．介護業界を取巻く外部環境
（７）外部環境のまとめ②

これからの介護ビジネス

１．民間企業と医療機関との平等な立場での横の業務連携

・在宅介護者の増加に伴い、コンビニや飲食店、見守りや安否確認サービス等が必要不可欠

・患者や利用者の確保や医療・介護業務の連携体制構築のため、地域ケア連絡網等による病
院との連携が必要不可欠

２．混合介護

・介護給付の自己負担限度額にとらわれない「上乗せサービス」や「横出しサービス」が、介護
サービスだけでは収支が伴わなくても、利用者を囲い込み、相乗効果を得ることが可能

・団塊の世代の個々の多様なニーズに対応することが可能

３．放課後等デイサービス

・介護事業の経営資源を有効活用することが可能、報酬単価が高い

４．外国人労働者の受入れ
15



２．介護労働者の現状
（１）介護労働者のヒアリング①

16
【出典】厚生労働省職業安定部会雇用対策基本問題会（平成27年1月16日）



２．介護労働者の現状
（１）介護労働者のヒアリング②

17
【出典】厚生労働省職業安定部会雇用対策基本問題会（平成27年1月16日）



２．介護労働者の現状
（２）介護労働者の現状
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２．介護労働者の現状
（３）介護職員の離職率
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２．介護労働者の現状
（４）離職の理由
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２．介護労働者の現状
（５）介護職員の給与

21



２．介護労働者の現状
（６）介護職員の満足度
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２．介護労働者の現状
（７）介護労働者の現状のまとめ

介護従事者の人材育成の重要性
介護サービスを運営する上での問題点（複数回答）・・・「良質な人材の確保が難しい」が54.0％

質の高い介護サービスを安定的に提供するためには、介護人材の安定的確保・資質向上が不可欠

☆現在の仕事を選んだ理由（複数回答）・・・「働きがいのある仕事だと思ったから」が54.0％

☆現在の仕事の満足度（複数回答）・・・「仕事の内容・やりがい」が53.6％

【出典】（公財）介護労働安定センター「平成25年度介護労働実態調査」

賃金が低い・処遇が改善されない 労務管理制度

将来に向けてのキャリアパスがみえない

社会的評価が低い キャリアパスの構築・人事評価制度

人事考課等、事業所内の評価基準が未整備 23



３．介護従事者の人材育成
（１）人材育成の実態

24
【出典】(公財)介護労働安定センター「平成25年度介護労働実態調査」



３．介護従事者の人材育成
（２）ＯＪＴの実態とその方法

25
【出典】(公財)介護労働安定センター「平成25年度介護労働実態調査」



３．介護従事者の人材育成
（３）介護従事者が求めていること

26
【出典】(公財)介護労働安定センター「平成25年度介護労働実態調査」



３．介護従事者の人材育成
（４）人材育成の問題点

• 人材育成の時間がない
• 採用時期が別々で効率的に育成ができない
• 職員の知識・経験が異なり効率的育成が困難
• 育成してもすぐに辞めてしまう

•人材育成の取組み方法が分からない
•指導できる人材がいない
•中間管理者への教育・研修体制の不足

専門家の助言指導
自治体や業界団体が主催する教育・研修への参加

27



３．介護従事者の人材育成
（５）介護人材の質と量の循環

28



３．介護従事者の人材育成
（６）介護人材キャリアの流れ

29



３．介護従事者の人材育成
（７）人材育成のまとめ

１．キャリアパスの基準を満たす研修を洗い出し、研修体系図を作成する

２．知識（わかる）取得と技術（やれる）取得の両輪で専門知識を習得する

３．研修の種類は多岐に及ぶため、どの階層に何人受けさせるか、業務と
するのか自主参加とするのか等を研修体系図に沿って計画する

４．研修実施には助成金等を上手に活用 ➞巻末付属資料参照

５．職員が向上のモチベーションを維持するためには、現場での利用者か
らの感謝の言葉や笑顔などが重要、さらに周囲の者が褒めることで一層
の努力を促すことにもつながることから、良好なコミュニケーシュンにより
職場環境を活性化することも重要

30



４．キャリアアップ制度
（１）キャリアパスの考え方

☆経営理念に基づき、職員自ら描いた将来像を実現するための道標☆

・主体的に学習すべきことの明確化

⇒⇒成長の道筋を見通せる⇒成長を実感できる

⇒⇒意欲・やりがい・能力が認められる⇒継続して働く

・支援すべき研修体系等の整備

⇒⇒職員の定着・介護の質の向上⇒経営の安定的継続

※介護職員処遇改善加算において、キャリアパス要件あり！！

キャリアパス

31



４．キャリアアップ制度
（２）キャリアパスのモデル例①（日本在宅看護協会）
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４．キャリアアップ制度
（２）キャリアパスのモデル例②（日本在宅看護協会）
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４．キャリアアップ制度
（３）キャリア段位制度

• 実践キャリア・アップ戦略による新しい職業能力を評価する仕組み

⇩

企業や事業所ごとにバラバラに行われている職業能力評価の共通の物差し＝キャリア段位制度

• 「できる（実践的スキル）」と「わかる（知識）」を評価

「できる（実践的スキル）」は「実際に現場で何ができるのか」を共通基準で評価

①基本介護技術の評価

②利用者視点での評価

③地域包括ケアシステム&リーダーシップ

「わかる（知識）」は、介護福祉士資格など国家資格との関係を明瞭にする

・外部評価審査員：事業所による評価の適正を第三者機関が評価

34



４．キャリアアップ制度
（４）キャリア段位制度の概要

【出典】「介護キャリア段位制度の概要」 35



４．キャリアアップ制度
（５）キャリア段位制度のメリット

介護従事者にとって

• 資格の有無だけでなく、「現場で実際に何ができるか」を証明できる

• キャリア段位の取得を目標にしてやりがいやスキルアップに繋がる

• ジョブカードに評価された実践的スキルの結果が記載できる

• キャリアパスが見えやすくなる

事業所にとって

• サービスの水準がアピールでき、介護報酬の加算に結びつく

• 従事者のスキルアップのモティベーションにつながる

• 評定者（アセッサー）の養成による、リーダーの充実

一方、内部評価・レベル認定に大変な手間がかかり、現場の負担が大きい
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４．キャリアアップ制度
（６）キャリア段位制度の現状

・アセッサー総数は、全47都道府県で11,863名(平成27年度まで)、事業所
数は、5,028事業所(平成26年度まで)

・アセッサーが所属する事業所をみると、介護老人福祉施設・介護老人保
健施設・訪問介護・通所介護が7割強となっている。

・アセッサー数は大都市圏を中心に多い。また、評価者講習を開催した都
道府県やその周辺地域でのアセッサー数が多い。

・平成25年11月に初のレベル認定者が誕生してから、平成27年11月までに
計904名のレベル認定者が誕生した。

・レベル認定者は、社会福祉法人(社協以外)、医療法人、営利法人に勤務
する者が全体の86%を占める。

【出典】「介護キャリア段位制度の進捗状況」（第１回介護プロフッショナル段位制度の在り方に関する検討会資料平成２７年１０月８日）

37



４．キャリアアップ制度
（７）アセッサーの養成状況

【出典】「介護段位キャリア制度の進捗状況」（第１回介護プロフッショナル段位制度の在り方に関する検討会資料 平成２７年１０月８日）
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４．キャリアアップ制度
（８）レベル認定の取得職員数

【出典】「介護段位キャリア制度の進捗状況」（第１回介護プロフッショナル段位制度の在り方に関する検討会資料 平成２７年１０月８日）
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４．キャリアアップ制度
（９）レベル認定の取得職員数

40

【出典】「介護段位キャリア制度の進捗状況」（第１回介護プロフッショナル段位制度の在り方に関する検討会資料 平成２７年１０月８日）



４．キャリアアップ制度
（１０）キャリアパス制度の導入事例①

41

社会福祉法人悠遊
「中長期経営計画をキャリア階層ごとの個人目標に」

・職員をいくら採用しても、定着していくことが困難な状況であった。

・人事制度を抜本的に見直し、中期経営計画から個々の職員の目標設定に落と

し込み、１枚のシートにまとめることで、各人の仕事が明確になった。

・職務基準書により職員に求められる職務水準が明確になり、納得性が得られる

制度となった。

・取り組みが功を奏し、すべての事業所において定着率が上がった。

【出典】「介護事業所キャリアパス制度導入ガイド～１２の成功事例」（静岡県庁）



４．キャリアアップ制度
（１１）キャリアパス制度の導入事例②

社会福祉法人端山園
「キャリアパスの構築はチームリーダー層の役割と求められる姿の明確化から」

・介護職員処遇改善交付金の要件から、制度構築にとりかかる。

・チームリーダーの役割を明文化し、どのような能力を具体的に求めるのかに

ついて議論を深めることから、構築に着手した。

・各階層の定義を行い、キャリアパスに対応する研修プランおよび給与体系に

ついて見直しを行った。

・構築の過程で出された具体的な能力は、ひとまとめに文章にするのではなく、

さらに掘り下げた形でハンドブックとして詳しく説明し、活用している。

【出典】「介護事業所キャリアパス制度導入ガイド～１２の成功事例」（静岡県庁）
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４．キャリアアップ制度
（１２）キャリアパス制度の導入事例③

まごのてグループ株式会社
「訪問介護員に明確なキャリアビジョンを」

・代表は、業界の「将来の不透明感」や「説明のない昇格」等に違和感があった。

・雇用の基本は正社員、独自の考課表を使い、パート社員の正社員化

・考課表は、独自の階層定義を行い、具体的かつ丁寧に明文化、キャリアアップ

ビジョンを明確に示している。

・各人に指導する職員を配置し、キャリアアップを個人任せにしない、孤独な環境

に置かないことで、人材の育成と定着を図った。

・提案、表彰制度などの様々な工夫により人材の定着率を図った。

・離職者を出さないように、こうした取り組みを強化している。

【出典】「介護事業所キャリアパス制度導入ガイド～１２の成功事例」（静岡県庁）
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４．キャリアアップ制度
（１３）キャリアアップ制度のまとめ

１．組織の基本理念に基づいて、求める人材のあり方を示す

２．それぞれの人材が持つべき技術・技能、知識、価値観を具体的に

３．組織の中の位置付け、職務の専門性を踏まえて、複数のキャリア
パスを設定

４．設定したキャリアパスと人事制度を連動させる

５．客観的な評価制度の構築と賃金制度への反映

６．策定された人材育成方針の目的や意義を、職員に周知させる

７．利用者のニーズや業務の実態の変化に応じて、見直しができる仕
組みの構築

44



５．労務管理の留意点
（１）介護保険法における行政指導の概要

・介護保険法の一部改正【平成24年4月1日施行】

サービス事業者の労働法規の遵守に関する事項

１．都道府県知事又は市町村長は、次のいずれかに該当する者については、介護サービス事業者の指定
等をしてはならない ものとすること

(1) 労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金刑に処せられ、その執行を終わるまで
の者、又は執行を受けることがなくなるまでの者

(2) 労働保険の保険料の徴収等に関する法律により納付義務を負う保険料等の滞納処分を受け、引き続き
滞納している者

２．都道府県知事又は市町村長は、指定地域密着型サービス事業者が1.（1）に該当するに至った場合には、
指定の取消し等を行なうことができることとすること

・「介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係
政令の整備及び経過措置に関する政令及び介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一
部を改正する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令」【H23年６月22日
公布・施行】

違反した場合に指定居宅介護サービス事業所等の指定の欠格事由となる労働法規の規定について、介護
従事者の確保、介護サービスの質の向上を図る観点から特に遵守が必要なものとして、労働基準法（昭和
22年法律第49号）、最低賃金法（昭和34年法律第137号）、賃金の支払の確保等に関する法律（昭和51年
法律第34号）の規定を定める 45



５．労務管理の留意点
（２）労働基準監督署の監督・調査概要①

※（ ）内は、前年比増減

※送検事例２２件の内訳 ⇒ 賃金の支払 １５件、労働条件の明示 ２件、解雇の予告 ２件、

労働時間 １件、就業規則 １件、設備等 １件、作業方法 １件

【出典】平成25年労働基準監督年報（厚生労働省発表）
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定期監督等
実施事業場数

全体（Ａ）
（単位：件）

社会福祉施設（Ｂ）
（単位：件）

割合（Ｂ／Ａ）
（単位：％）

１４０，４９９（＋６，２０４） ６，５５３（＋１１０） ４．６６（▲０．１４）

違反事業場数 ９５，５５０（＋３，７５４） ４，８９４（ ＋５４） ５．１２（▲０．１５）

違反事業場比率 ６８．０（ ▲０．４） ７４．７（▲０．４）

送検事例 １，０４３（ ▲９０） ２２（ ＋４） ２．１１（＋１．９５）



５．労務管理の留意点
（２）労働基準監督署の監督・調査概要②

【出典】平成25年労働基準監督年報（厚生労働省発表）

労働基準法の違反 全体（Ａ） 社会福祉施設（Ｂ） 割合（Ｂ／Ａ）

１５条 労働条件の明示 １７，２４７件 １，１０３件 ６．４０％

２３・２４条 賃金不払 ５，４１３件 ５０９件 ９．４０％

３２・４０条 労働時間 ３２，１６０件 １，６８９件 ５．２５％

３４条 休憩 １，６１７件 １４３件 ８．８４％

３５条 休日 ２，３１４件 １２３件 ５．３２％

３７条 割増賃金 ２１，８４７件 １，８３０件 ８．３８％

３９条 年次有給休暇 ２３７件 ２９件 １２．２０％

８９条 就業規則 １３，００７件 １，２３６件 ９．５０％

１０７条 労働者名簿 ２，０２９件 １２２件 ６．０１％

１０８条 賃金台帳 １０，３４１件 ８０３件 ７．７７％
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５．労務管理の留意点
（２）労働基準監督署の監督・調査概要③

【出典】平成25年労働基準監督年報（厚生労働省発表） 48

労働安全衛生法の違反 全体（Ａ） 社会福祉施設（Ｂ） 割合（Ｂ／Ａ）

１２条 衛生管理者 ５，３６１件 ７１９件 １３．４％

１７～１９条 安全衛生委員会等 ３，３５９件 ３５８件 １０．７％

２０～２５条 安全基準 ２５，０７４件 ２２件 ０．１％

２０～２５条 労働安全衛生規則 ２４，１４０件 ２２件 ０．１％

６６条 健康診断 １８，８３９件 １，１６０件 ６．２％

６６条 労働安全衛生規則 １７，３４５件 １，１５９件 ６．７％

最低賃金法の違反 全体（Ａ） 社会福祉施設（Ｂ） 割合（Ｂ／Ａ）

４条 最賃効力 ２，９６６件 ２６６件 ８．９７％



５．労務管理の留意点
（３）労務トラブルの調査概要①

【出典】「人材確保・定着率ＵＰのために」 （滋賀労働局）
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５．労務管理の留意点
（３）労務トラブルの調査概要②

【出典】「人材確保・定着率ＵＰのために」 （滋賀労働局）
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５．労務管理の留意点
（３）労務トラブルの調査概要③

【出典】「人材確保・定着率ＵＰのために」 （滋賀労働局）
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５．労務管理の留意点
（４）労務管理のポイント

・介護労働者の労働条件の確保・改善のポイント（平成26.10 厚生労働省）

・１カ月単位の変形労働時間制（平成26.3 厚生労働省）

・医療機関における休日及び夜間勤務の適正化について（平成14.3.19 基発第0319007号）

・断続的な宿直又は日直勤務の許可基準（昭和22.9.13 基発第17号）

・最低賃金の減額の特例許可申請について「断続的労働に従事する者」（厚生労働省）

・社会福祉施設における宿日直許可の取扱いについて（昭和49.7.26 基発第387号）

・職場における腰痛予防対策の推進について（平成25.6.18 基発0618第1号）

・介護作業者における腰痛予防対策のチェックリストについて（平成21.4.9 厚生労働省）
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付属資料
介護事業に関わる主な助成金

※助成金の申請には、他にも細かな条件がありますので、事前に都道府県労働局または当事務所までお問合せ下さい。

53

助成金 概 要 助成額

職場定着支援
助成金

労働環境向上のための評価・処遇制度、研修制度
等の導入や介護福祉機器の導入を行った場合に支
給され、措置実施に対する助成金と離職率の低下
目標達成に対する助成金があります。

雇用管理制度助成
制度導入：１０万円
目標達成：６０万円

介護福祉機器導入
経費助成：導入費用の１／２
（上限３００万円）

キャリア形成
促進助成金

労働者のキャリア形成を効果的に促進するため、職
業訓練等を段階的かつ体系的に実施した場合に支
給されるものです。

ＯＦＦ-ＪＴ（中小企業の場合）
賃金助成：８００円（１人１時間あたり）
経費助成：１／２

キャリアアップ
助成金（人材
育成コース）

有期契約労働者等に対して、ＯＪＴとＯＦＦ-ＪＴの座学
と実習という３種類のカリキュラムをもとにレベルアッ
プのための研修を実施した場合に支給されるもので
す。

ＯＦＦ-ＪＴ（中小企業の場合）
賃金助成：８００円（１人１時間あたり）
経費助成：
訓練時間に応じ、１０万円～５０万円

ＯＪＴ（中小企業の場合）
訓練助成：８００円（１人１時間あたり）



企業経営に欠かせない「ヒト」を中心としたコンサルティングを通じて企業経営の健全な発展を
お手伝いいたします。

経営戦略策定・金融支援
□経営戦略の策定支援
□売上向上等のマーケティング支援
□資金繰り計画の策定
□金融調達の支援
□起業・創業支援
□事業承継の支援 など

人事労務管理のコンサルティング
□労務管理に関する相談
□労働紛争の未然防止と解決
□就業規則の作成・変更
□賃金・退職金・年金制度の設計
□安全衛生管理 など

労働社会保険手続きの代行
□労働社会保険の手続き
□労働保険の年度更新
□社会保険の算定基礎届
□労働者派遣事業の許可申請
□介護事業の許可申請 など

各種助成金の申請
□各種助成金受給のための計画作成から申請
書作成・届出

金子経営コンサルティング事務所 ＴＥＬ： ０９０－２８４４－５１９７

（中小企業診断士／社会保険労務士） E-mail： pao_3.kaneko@gk9.so-net.ne.jp
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